
事業承継アンケート調査結果
（事業者向け）



調査の概要

１ 調査の目的

龍ケ崎市内の企業及び個人事業主の事業承継の現状や課題、支援のニーズ等を把握
し事業承継支援を行うための基礎資料とする。

２ 調査対象

「事業所母集団データベース」で抽出した市内事業者 1,506件

※以下の条件のものは除外している

・農業

・「○○営業所」「○○支店」等、本店でないことが明らかなもの

・医療法人

・チェーン店、フランチャイズ店

・ショッピングモール内に所在地があるもの など

３ 調査期間

令和7年7月22日～8月20日

４ 回答方法

郵送、web 回答（記名は任意）

５ 回答結果

※1,506件発送したうち、69件が宛先不明・既に廃業。回収率の母数は1,437件とし
て算出。

配布数 回収数 回収率

1,437 240 16.7%

回収内訳
郵送 172 12.0%

WEB 68 4.7%
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回答結果

問１ あなたが経営する事業所・お店やご自身についてうかがいます。

（１）主要業種について最もあてはまるものを１つお選びください

サービス業（飲

食業以外）

24%

小売業

16%

建設業

15%

飲食業

12%

不動産業

8%

製造業

4%

運輸業

3%

卸売業

3%

宿泊業

0%

その他

15%

（２）業歴は何年ですか。あてはまるものを１つお選びください。

10年未満

8%

10年以上20

年未満

16%

20年以上30

年未満

23%

30年以上40

年未満

21%

40年以上

32%
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回答結果

（３）経営者様のご年齢についてあてはまるものを１つお選びください。

（４）従業員数（常勤・パート含む）について、あてはまるものを１つ

お選びください。

0人

29%

１～5人

55%

11～30人

9%

31～50人

1%

51名以上

0%

6～10人

6%

59歳以下

36%

60～64歳

13%

65～69歳

18%

70歳以上

33%
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回答結果

（５）先代との関係について、あてはまるものを１つお選びください。

問２ あなたの事業所・お店の将来についてどのようにお考えですか。

（当てはまるもの１つ）

自ら創業した

58%

直接の親族

から承継

32%

配偶者の親族

から承継

5%

従業員からの

登用

2%

社外からの登用

1%

その他

2%

自分の代で廃業す

るつもりである

55%

他の人（家族を含む）に継いで

ほしいと考えている

39%

他の人（家族を含む）に

継いでもらった

6%

「自分の代で廃業するつもり」が相当数を占める。
一方で「他の人（家族を含む）に継いでほしい」も少なくない。
実際に「継いでもらった」実績回答も散見される。
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回答結果

問４ 後継者へ事業の承継を行う際の課題は何ですか。

（当てはまるもの全て）

6

8

14

14

66

0 10 20 30 40 50 60 70

あなたの知人・友人

あなたの親族（子ども・配偶者以外）

あなたが経営する事業所の役員・従業員

その他の第三者

あなたの子ども・配偶者

10

1

1

1

3

5

5

6

7

7

10

13

14

15

24

26

0 5 10 15 20 25 30

その他

後継者に対し、親族や株主の反対・抵抗があること

後継者への十分な引継期間が確保できないこと

相続により自社株式が分散してしまい経営権が不安…

後継者候補が承諾しないこと

後継者候補に気持ちが伝えられないこと

後継者と経営方針等で意見の食い違いが出ること

後継者が一人にきめられないこと

後継者が取引先との関係維持に苦労すること

借入に対する個人保証の承継負担が重いこと

後継者が資金調達に苦労すること

後継者が会社経営するのに十分な力量がないこと

相続税などの税金の負担が重いこと

後継者の右腕やブレーンが育っていないこと

継ぐ準備をしているため課題は特にない

将来性を含め、事業環境が厳しいこと

「子ども・配偶者」が最も多数だが、従業員を含め、第三者への承継も一定数あり。

「事業環境が厳しい」「資金調達」「相続税負担」「人材（後継者・右腕・幹部）が
育っていない」などが挙がる。

★問２で「他の人（家族を含む）に継いでほしいと考えている」と回答した方

問３ あなたの事業所・お店を継いでほしい方はどのような方ですか。

（当てはまるもの全て）
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相続により自社株式が分散してしまうこと



回答結果

問５ あなたの事業所・お店を引き継ぐための準備について相談できる方はいます
か。（当てはまるもの全て）

問７ 事業承継に関して、求める支援はありますか。

（当てはまるもの全て）

5

3

5

6

7

8

20

47

51

0 10 20 30 40 50 60

その他

商工会・商工会議所

弁護士

金融機関

相談先が見つからない

他の専門家やコンサルティング会社

あなたの知人・友人

あなたの親族

税理士

1

6

6

6

10

64

0 10 20 30 40 50 60 70

その他

事業所訪問によるヒアリング・アドバイス

セミナーの開催

相談窓口の設置

専門家の紹介

事業承継資金の調達支援

特になし

「税理士」が最も多数であり、親族含めいずれかの相談先がある方がほとんどだが、
「相談先が見つからない」も一定数あり。

「特になし」が多数。
「資金調達支援」 「専門家紹介」 「相談窓口」 「セミナー開催」 等。
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回答結果

問８ 「茨城県事業承継・引継ぎ支援センター」をご存じですか。あてはまるもの
をお選びください。

★問２で「自分の代で廃業するつもりである」と回答した方

問６ 廃業を考える理由は何ですか。（当てはまるもの全て）

5

6

11

12

14

15

23

27

37

64

0 10 20 30 40 50 60 70

その他

特になし

事業継続には多額の資金が必要（設備更新な…

後継者候補に継ぐ意思がない

従業員の確保が困難

地域に需要・発展性がない

後継者が見つからない

資格や特殊な技能が必要であり承継が困難

事業の将来性が見通せない

もともと自分の代で畳むつもりだった

67

18

9

0 10 20 30 40 50 60 70 80

知らない

知っている

無回答
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事業継続には多額の資金が必要



回答結果

問７ 事業承継に関して、求める支援はありますか。

（当てはまるもの全て）

問８ 「茨城県事業承継・引継ぎ支援センター」をご存じですか。あてはまるもの
をお選びください。

1

2

3

4

7

101

0 20 40 60 80 100 120

その他

事業所訪問によるヒアリング・アドバイス

セミナーの開催

専門家の紹介

相談窓口の設置

事業承継資金の調達支援

特になし

103

16

12

0 20 40 60 80 100 120

知らない

知っている

無回答
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総括

属性別にみた将来の考え方

●年齢

70歳以上は「自分の代で廃業」志向が特に多い。体調・健康、老朽化、後継不在を
理由に挙げる傾向。

59歳以下〜60代前半は「継いでほしい」意向が比較的目立つ一方、後継候補や人材
難、資金調達・設備投資に関する懸念が強い。

●業歴

30〜40年以上の属性は「地域需要縮小」「設備更新費」「人材不足」を課題として
いる。

●従業員数

0〜5名の小規模事業で「廃業」の選択が多い。後継候補探索の負担や技能の属人化
が背景と考えられる。

11〜30名など中規模は「他者承継（従業員、第三者、M&A）」への志向が見える。

●先代との関係

「自ら創業」は廃業志向と第三者承継志向が二極化。

「直接の親族から承継」は次世代へも親族承継を望む回答が多い。
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